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報 告

小・中学校の特別支援学級教諭における外部専門家との
連携に関するニーズ調査

池田 泰子 1），中島 香澄 2）

〔論文要旨〕
特別支援学級の教諭を対象に外部の専門家への連携ニーズと連携に際して感じる課題に関する調査を行い，連携
を促すための基礎的資料を得ることを目的とした。分析にあたっては，特別支援学級の勤務経験の長さによる相違
にも着目した。地域の特別支援学級の教諭に調査票を郵送し，回収した 218部（回収率 62.6％）の内，回答に不備
のあった 10部を除く 208人分の回答を分析した。結果，経験年数にかかわらず障害に関するアセスメントや具体
的な支援・指導方法等について，回答者の 70％以上が外部専門家との連携を希望していた。特別支援学級の勤務
経験「若手群（1-4年目）」では「中堅・ベテラン群（5年目以上）」に比べ障害の理解を目的とした連携を希望す
るものが多かった。外部の専門家との連携に際して感じる課題の内容も経験年数によって異なり，「若手群（1-4年
目）」では，児童・生徒の障害や外部の専門家等に関する専門知識の不十分さが，「中堅・ベテラン群（5年目以上）」
では時間の余裕のなさであった。このように，外部の専門家との連携についてのニーズの内容に特別支援学級の勤
務経験による違いはなかったが，連携に際して感じる課題は異なっていた。本調査を通して，特別支援学級の教諭
が外部の専門家に求めている支援内容を明らかにすることができた。しかし，連携の実現に至るには，とくに「中
堅・ベテラン」の教諭との連携に対しては，連携のために使える時間を確保しやすくするといった学校全体の取り
組みが必要となる今後の課題が示された。
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Ⅰ．目 的

文部科学省は，「特別支援教育の推進について（通
知）」において，教育，福祉，医療，労働等が一体と
なった乳幼児期から学校卒業後まで切れ目のないきめ
細やかな支援を行うことを掲げている１）。しかしなが
ら，療育機関におけるリハビリテーションは就学とと
もに打ち切られることが多い。また，保護者からは「障
害特性を理解した指導」「教師の技量の向上」等，教
諭の専門性の向上に関する要望があることも報告され
ている２，３）。

文部科学省は，特別支援学校に在籍する児童・生徒
の障害の重度・重複化，多様化に対応した適切な教育
を行うために，平成 20年度から 12県市を対象として
「理学療法士（PT），作業療法士（OT），言語聴覚士
（ST）等の外部専門家を活用した指導方法等の改善に
関する実践研究事業〔筆者が略語を正式名に変更〕」
を開始した４）。さらに，平成 25年度から特別支援学校
に外部人材（ST，OT，PT，心理学の専門家等）を
配置・活用する「特別支援学校機能強化モデル事業」
を 31都県市と大学に委託し５），学校における外部専門
家活用の推進に一定の成果が得たことが示された６，７）。
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このように，特別支援学校の教諭と外部の専門家と
の連携が推進され，学術情報検索サービス CiNiiでは
「特別支援学校」と「外部専門家」の 2つのキーワー
ドの組み合わせに該当する論文は 54件登録されてい
る（令和 4年 6月時点）。一方，「特別支援学級」「外
部専門家」の組み合わせでは 7件のみの登録で，特別
支援学級の教諭と外部の専門家との連携に関する報告
数はきわめて少ないと言える。
しかし，小学校・中学校における特別支援学級の教
諭の人数は，平成 21年度は 45,001人であるのに対し，
平成 31年度では 71,384人と増加して 10年で急増し
ている８）。しかも，特別支援学級の教諭の半数以上は
特別支援学級の経験歴の浅い教諭とされていることか
ら９，１０），特別支援学級の教諭の多くは，在籍児童・生
徒への専門的な関わりを十分経験しないままに指導・
支援を行っている可能性があり，外部の専門家との連
携の推進は急務である。
特別支援学級の教諭と外部の専門家との連携を充実
させるには，特別支援学級の教諭のニーズを把握する
ことが重要と思われるが，特別支援学級の教諭のニー
ズに関する研究としては金ら９），竹地林１０）の報告があ
るのみである。金らの調査では，「専門的な知識をもっ
た教員の配置」や「医療機関との連携」等の教育的支
援の必要性を教諭が感じていることが示されている９）。
また，竹地林の調査では，特別支援学級の担任となっ
て 1年以降に必要になった研修内容として，「校内・
外の支援体制づくり」や「授業づくり（個に応じた工
夫・配慮）」等の要望が高かったと報告している１０）。こ
れらの報告からも，特別支援学級の教諭が在籍する児
童・生徒の支援に際し外部の専門家との連携を求めて
いることは明らかであるが，具体的にどのような連携
が求められているか，そして，連携に至らない要因に
ついては検討されていない。
そこで，本研究では特別支援学級の教諭を対象に，
①外部専門家に対する具体的な連携ニーズとは何か，
②連携に際し感じる課題は何か，に焦点をあてた調査
を行い，特別支援学級の教諭と外部の専門家との連携
を促すための基礎的資料を得ることを目的とする。
さらに，文部科学省が都道府県の教育委員会等に対
して特別支援学級等の勤務経験年数やニーズに応じた
研修プログラムの提供を提言していることから１１），本
研究においては，③特別支援学級の経験年数に着目し，
今回の研究参加者が特別支援学級の勤務経験によって

外部の専門家への連携ニーズや連携に際し感じる課題
に相違があるかについても検討する。

Ⅱ．対象と方法

1．用語の定義

本研究では連携と外部の専門家についてつぎのよう
に定義する。まず，連携については，佐鹿ら１２）による
「医療職・福祉職・教育職が共通の目的や目標を持っ
たうえで，連絡を密に取り合いながら，目的や目標の
達成に向けて，一緒に協力し合う行為や活動」とした。
次に，外部の専門家については，佐鹿ら１２）の専門職の
定義が医療的ケア児の支援に携わる専門職であり，本
研究では教諭の支援に携わる専門職を取り扱うため，
本研究においては佐鹿らの定義を参考に，「障害のあ
る児童・生徒の支援に携わる学校外の医療職・福祉
職」を外部の専門家とした。

2．研究対象者

X県 6市の公立小・中学校の特別支援学級の教諭
348人であった。

3．手続き

平成 24年 4月から 8月にかけて質問紙調査を実施
した。質問紙の配布と回収の方法は，①学校長宛てに
質問紙を送り，学校独自の方法で回収してもらう，②
教育委員会に質問紙を提出してもらう，教育委員会内
に設置した回収箱で回収する，③教育委員会の担当者
が研修会で質問紙を配布し回収する，のいずれかとし
た。

4．質問紙の構成

無記名式で以下の 5部構成とした（表 1）。
第 1部：担当する学級や教諭に関する質問は，「学

校の種別」「学級の種別」「教諭歴」「特別支援学級で
の勤務経験」等の 9設問から構成した。「学校の種別」
では小学校・中学校，「学級の種別」では知的障害・
情緒障害・肢体不自由・難聴・その他から選択しても
らった。「教諭歴」「特別支援学級での勤務経験」は勤
務年数を記入してもらった。
第 2部：外部の専門家との連携の状況に関する質問

は，外部の専門家として池田ら１３）の報告を参考に，医
師・理学療法士（PT）・作業療法士（OT）・言語聴
覚士（ST）・特別支援教育士・臨床心理士・臨床発
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表 1　質問紙の構成
部 質問のカテゴリー 設問（質問項目数：回答法）
第 1部 学級・記入者 1．所在地（5択）

2．学校種（2択）
3．学級種（5択）
4．学級所属・児童生徒数（記入式）
5．雇用形態（4択）
6．教員経験年数（記入式）
7．特別支援学級の経験年数（記入式）
8．特別支援学校での勤務経験の有無（2択）
9．所属している児童生徒の障害（17 項目：複数回答可）

第 2部 外部の専門家との連携状況 1．外部の専門家の認知度（10 項目：5件法）
2．外部の専門家との連携経験の有無（2択）
3．地域支援チームや巡回相談等の利用の有無（2択）
4．現在行っている外部の専門家との連携手段（8項目：複数回答可）
5．外部の専門家と連携する際に感じる課題（12 項目：複数回答可）

第 3部 今後の外部の専門家との連携 1．外部の専門家に求める支援内容（18 項目：5件法）
2．言語聴覚士に求める支援内容（16 項目：5件法）
3．訪問相談を希望する外部の専門家（11 項目：6件法）
4．今後希望する外部の専門家との連携手段（8項目：複数回答可）

第 4部 児童・生徒のアセスメント 1．児童生徒に実施している検査の有無（2択）
2．検査を依頼できる部署・施設の有無（2択）
3．検査結果を把握している児童の有無（4択）
4．検査を実施した施設から検査結果を積極的に入手しようとしているか（5件法）
5．4．の回答理由（記述式）
6．特別支援学級外で実施している検査名・施設名（記述式）
7．9種類の検査の知識の有無（2択）
8．検査報告書に記載してほしい内容（4項目：5件法）

第 5部 言語聴覚士との連携 1．連携した経験の有無（5件法）
2．連携の成果（6件法）
3．連携実現度（5件法）
4．3．の回答理由（15 項目：複数回答可）
5．ことば・コミュニケーション指導の不安（5件法）
6．希望する連携の方法（8項目：複数回答可）
7．希望する連携当日の流れ（6択）
8．現在，言語・コミュニケーションの指導で困っていること（記述式）
9．訪問相談に関する研究への関心（2択）
10．9 の回答理由（記述式）

達心理士・学校心理士・障害通園施設の指導員・児童
相談所の相談員の計 10種とした。そのほか，「外部の
専門家の認知度」「外部の専門家との連携の経験」「外
部の専門家と連携する際に感じる課題」等の 5問とし
た。「外部の専門家と連携する際に感じる課題」の質
問は，池田ら１３）の報告を参考に，「専門職と面識がな
い」「自分のスケジュールに合わない」「予算がない」
等の 12項目を設定し，複数回答可とした。
第 3部：外部の専門家との今後の連携に関する質問

は，「外部の専門家に求める連携の内容」「訪問相談を
希望する外部の専門家」等の 4問から構成した。「外
部の専門家に求める連携の内容」については，池田ら１４）

の報告を参考に「児童の発達状況を具体的に知る」「児
童の障害について理解を深める」等の項目を設定して
選択式で回答を求めた。「訪問相談を希望する外部の

専門家」については，先の 10種の外部の専門家に対
して訪問相談を希望するか選択式で回答を求めた。
第 4部：児童・生徒のアセスメントに関する質問

は, 「知能検査等の結果が判明している児童の有無」
「検査報告書に記載してほしい内容」等の 8問で構成
し，選択式で回答を求めた。一部の質問は回答方法を
記述式とした。
第 5部：言語聴覚士（ST）との連携に関する質問

は，「言語聴覚士（ST）との連携の経験の有無」「こ
とば・コミュニケーションの指導に対する不安」等の
10問で構成した。言語聴覚士（ST）との連携の経験
の有無，ことばやコミュニケーションの指導に対する
不安について選択式で回答を求めた。一部の質問では
複数回答や自由記述もあわせて求めた。
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表 2　研究対象者の内訳
回答者数
（人）

回答者全体に対する比率（%）
（n＝208）

学校種 小学校 136 （65.4%）
中学校  72 （34.6%）

学級種 情緒障害学級  86 （41.3%）
知的障害学級  83 （39.9%）
知的障害・情緒障害学級  20  （9.6%）
肢体不自由学級  11  （5.3%）
難聴学級   3  （1.4%）
その他   5  （2.4%）

表 3　勤務経験年数による群分け

教諭歴

特別支援学級歴
若手群
（1-4 年）
（%）

中堅群
（5-20 年未満）

（%）

ベテラン群
（20 年以上）
（%）

若手群（1-4 年）  47（100.0）% 0 0  47
中堅群（5-20 年未満） 36（80.0）%  9（20.0）% 0  45
ベテラン群（20年以上） 43（37.1）% 64（55.2）% 9（7.8）% 116

合計 126 73 9 208

5．分析方法

分析は，第 1部の 4つの質問「学校の種別」「学級
の種別」「教諭歴」「特別支援学級の勤務経験」と第 3
部の 3つの質問「外部の専門家に求める連携内容」「訪
問を希望する外部の専門家」「外部の専門家と連携す
る際に感じる課題」について行った。第 3部の質問「外
部の専門家に求める連携の内容」の回答「とても求め
ている」と「やや求めている」の回答数を合算して「連
携ニーズあり」とし，質問「訪問を希望する外部の専
門家」の回答「とても希望する」と「やや希望する」
の回答数を合算して「訪問相談希望あり」としてそれ
ぞれ算出した。そして，特別支援学級での勤務経験の
長さによる違いがあるかどうか，Mann-Whitneyの U
検定を用いた。さらに，「外部の専門家と連携する際
に感じる課題」に関しては，各項目の選択件数が特別
支援学級での勤務経験の長さにより違いがあるかどう
か，χ2検定を用いた。

6．倫理的配慮

調査の実施にあたり，質問紙の 1・2ページに「研
究目的」「個人情報の取り扱い」「結果の公表」「研究
への参加は自由意思であること」等を記載した研究協
力のお願い書を添付し，同意した場合にのみ回答して
もらった。得られたデータは連結不可能匿名化して分

析した。調査は聖隷クリストファー大学倫理委員会の
承認を受けて実施した（承認番号 11067）。

Ⅲ．結 果

1．回収率と回答者の属性

配布数 348部のうち回収部数は 218部（回収率：
62.6％）であったが，教諭歴の回答に不備があった 10
人を除く 208人を本研究の分析対象（有効回答の回収
率：59.8％）とした。
回答した教諭（研究対象者）の内訳は表 2にまと
めた。小学校教諭が中学校教諭より多かった。学級の
内訳は，情緒障害学級が最も多く，次いで知的障害学
級，知的障害・情緒障害学級，肢体不自由学級，難聴
学級等の順であった。また，教諭歴の平均（±SD）は
18.9±12.9年，特別支援学級での教諭歴は 5.7±6.2年
であった。
教諭経験年数，特別支援学級の勤務経験年数につい

ては，岩瀧ら１５）を参考に，1年目から 4年目を「若手」
群，5年目から 19年目を「中堅」群，20年以上を「ベ
テラン」群に分類し，表 3にまとめた。その結果，教
諭歴の長さと特別支援学級での経験の長さとの関係を
みると，教諭歴が 20年以上の「ベテラン」群が 116
人と最も多く，他 2群はほぼ同数であった。一方，特
別支援学級での経験の長さでみると，1-4年の「若手」
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表 4　外部の専門家に求める連携の目的の内容（複数回答可）

質問項目
「連携ニーズあり」
回答者数（人）（%）
（n＝208）

専門的な視点を得て生徒を多角的に捉える 163（78.4）
児童の発達状況を具体的に知る 156（75.0）
児童の障害について理解を深める 156（75.0）
専門知識を増やす 154（74.0）
発達・知能検査などの客観的な資料を得る 153（73.6）
指導内容・レベルが適切であるか確認する 151（72.6）
自分の教育活動を客観的に見る 150（72.1）
児童の能力面の新たな気づきを得る 150（72.1）
教材の紹介 147（70.7）
児童の状況を整理する 138（66.3）
児童について漠然と感じていることを明らかにする 136（65.4）
問題解決の見通しをつける 134（64.4）
保護者と教員の共通理解の促進 128（61.5）
教員間の共通理解の促進 119（57.2）
個別指導計画等の作成に対する相談・助言 119（57.2）
日頃の悩みや疑問を相談 113（54.3）
保護者への対応 109（52.4）
悩みを解決する 104（50.0）

群が 126人と最も多かった。「ベテラン」群は 9人と
少なかったため，以下の分析では「若手」群 126人と
「中堅・ベテラン」群 82人（中堅群 73人＋ベテラン
群 9人）の 2群間で比較することとした。

2．特別支援学級の教諭が外部の専門家に求める連携の内
容

外部の専門家に求める連携の内容についての質問に
おいて「連携ニーズあり」の回答者数とその割合を表
4にまとめた。「連携ニーズあり」の割合が最も高かっ
た項目は，「専門的な視点を得て生徒を多角的に捉え
る」78.4％で，次いで「児童の発達状況を具体的に知
る」が 75.0％と続き，全 18項目（表 4の質問項目数）
のうち，9項目において 70％以上であった。その他
の 9項目の質問項目についても，「連携ニーズあり」の
割合が 50％を超えていた。
さらに，「連携ニーズあり」の回答について，特別
支援学級での経験が「若手」の群と「中堅・ベテラン」
の群の 2群間で比較検討した結果を図 1に示した。特
別支援学級での経験「若手」群において「連携ニーズ
あり」の割合が高かった項目は，「児童の障害につい
て理解を深める」（80.2％），「専門的な視点を得て生
徒を多角的に捉える」（77.0％），「児童の発達状況を
具体的に知る」（74.6％）であった。一方，「中堅・ベ
テラン」群においては，「専門的な視点を得て生徒を
多角的に捉える」（80.5％），「児童の発達状況を具体

的に知る」「専門知識を増やす」「発達・知能検査等の
客観的な資料を得る」（いずれも 75.6％）であった。「児
童の障害について理解を深める（U=3,888.00，p=
0.036）」の項目で，「若手」群が「中堅・ベテラン」群
に比べ連携ニーズが有意に高かった。

3．特別支援学級の教諭が訪問相談を希望する外部の専門
家

特別支援学級の教諭が連携を行う可能性のある 10
種の外部の専門家のうち，「訪問相談希望あり」の回
答率が高かった職種は，順に「言語聴覚士（ST）」
（51.9％），「特別支援教育士」（46.2％），「臨床心理士」
（44.2％）であり，「医師」（27.4％）が最も低かった。「訪
問相談希望あり」の割合が 70％を超えていた職種は
なかった。
さらに，この「訪問相談希望あり」の回答について，

特別支援学級の経験「若手」群と「中堅・ベテラン」
群で比較したところ，「若手」群で訪問相談を希望す
る割合が高かった専門職は，「言語聴覚士（ST）」
（54.2％），「特別支援教育士」（50.0％），「作業療法士
（OT）」（47.1％）であり（図 2），「中堅・ベテラン群」
では「言語聴覚士（ST）」（55.8％），「臨床心理士」
（48.0％），「特別支援教育士」（46.1％）であり，両群
ともに「言語聴覚士（ST）」への訪問相談の希望が多
かったが，いずれの専門職も 2群間に差はなかった。
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図 1　外部の専門家に求める連携の内容（回答者数，複数回答）
＊p＜0.05

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100 %

図 2　訪問相談を希望する外部の専門家
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4．外部の専門家と連携する際に感じる課題

特別支援学級の教諭が外部の専門家と連携する際に
課題と感じることについて複数回答で回答を求めたと
ころ，回答総数は 384件で，回答が多かった「特にな
し」を除いて，順に「専門家と面識がない」50件，「保
護者の了解を得る手続きの煩雑さ」46件であった。
さらに，各項目の回答数を特別支援学級での経験「若

手」群と「中堅・ベテラン」群間で比較したところ，「若
手」群において「特になし」を除いて回答が多かった
項目は，順に「専門職と面識がない」（27.8％），「連
携できる専門職の存在がわからない」（22.2％）であ
り（図 3），「中堅・ベテラン」群では，「自分のスケ
ジュールに余裕がない」（30.5％），「先方のスケジュー
ルに余裕がない」（24.4％），「保護者の了解を得る手
続きの煩雑さ」（23.2％）が上位を占めた。「若手」群
で回答者の比率が高かったのは，「専門知識が充分で
ない（χ2（df=1）＝8.97，p＜.01）」であった。一方，「中
堅・ベテラン」群で回答率の比率が高かったのは，「自
分のスケジュールに余裕がない（χ2（df=1）=9.93，p

＜.01）」と，「専門家のスケジュールに余裕がない（χ2

（df=1）=13.88，p＜.01）」であった。
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図 3　外部の専門家と連携する際に感じる課題
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Ⅳ．考 察

本研究では，特別支援学級の教諭が持つ外部の専門
家に対する具体的な連携ニーズと連携を行うことの課
題となることに焦点をあてた調査を行い，外部の専門
家との連携を促すための基礎的資料を得ることを目的
とした。その結果，特別支援学級の勤務経験年数によっ
て，外部の専門家への連携ニーズや連携する際に感じ
る課題に相違のあることが分かった。以下，今回得ら
れたデータをもとに考察する。

1．研究対象者の特徴

今回，調査に参加した小学校・中学校の特別支援学
級の教諭 208人のうち 161人（77.4％）が中堅以上の
キャリアをもっていた。一方で，特別支援学級での勤
務経験でみると，中堅以上の教諭は 82人（39.4％）に
留まっていた。このことから，研究対象者は，教諭と
しての経験の年数は長いものの，特別支援学級での勤
務経験の年数が短い層といえる。これを念頭に以下の
通り考察をする。

2．特別支援学級の教諭が外部の専門家に求める連携の内
容

本研究の中で最も明らかにしたい点は，特別支援学
級の教諭が外部の専門家に連携を希望する際に求める
具体的な連携ニーズであった。連携に関する質問 18
項目中 9項目で「連携ニーズあり」が 70％を超えて
いた。この結果は，特別支援学級の教諭が担当する児
童・生徒の検査結果や指導内容について，自らの解釈
だけではなく，第三者（ここでは外部の専門家）の意
見を求めていることのあらわれと考える。「連携ニー
ズあり」の割合が高かった項目「専門的な視点を得て
生徒を多角的に捉える」と「児童の発達状況を具体的
に知る」はアセスメントに関する内容であり，特別支
援学級の教諭は児童・生徒に対するアセスメントの重
要性を実感していることが示された。この点について
は，橋本１６）がアセスメントは支援を展開する上で必要
不可欠なプロセスであると述べていることと一致する。
つまり，児童・生徒の支援を行う際のアセスメントの
重要性という点で，特別支援学級の教諭と外部の専門
家とは認識を共有しうることを示しており，アセスメ
ントが連携のきっかけとなると考える。
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特別支援学級での勤務経験年数が短い「若手」群は，
担当する児童・生徒の障害そのものの理解を深める目
的や検査結果の解釈を多角的にどう捉えるのか等につ
いて相談を強く求めていた。「中堅・ベテラン」群に
おいても専門的な視点から担当する児童・生徒を捉え
る視点や専門知識を増やす等の希望が高かった。「児
童の障害について理解を深める」については「若手」
群が「中堅・ベテラン」群よりも回答者の比率が高く，
「若手」群では通常学級での勤務経験が中堅以上の教
諭が 62.7％いたものの, 通常学級での経験だけでは
特別支援学級に在籍する児童・生徒のもつ課題を解決
できないことを示していると考える。今後は通常学級
での勤務経験の年数によらず，障害のある児童・生徒
を担当する特別支援学級の教諭に向けた障害特有の知
識やその解釈・指導法について，専門家からのアドバ
イスが必要といえる。

3．特別支援学級の教諭が訪問相談を希望する外部の専門
家

特別支援学級の教諭が訪問相談を希望する外部の専
門家は，言語聴覚士（ST）が「若手」群でも「中堅・
ベテラン」群でも多かった。その理由として，今回回
答した特別支援学級の教諭は情緒障害学級や知的障害
学級等を担当しているものが 9割を超えていたことが
関係していると考える。これらの学級に在籍する児
童・生徒の多くは，言語を含めた認知機能の課題や，
社会的コミュニケーョンや対人的な相互反応において
持続する課題をもっている１７）ことから，言語聴覚士
（ST）への相談を希望したと考える。一方で，医師へ
の相談ニーズは低かった。臼井ら１８）は，平成 17年の
教員研修において障害の基本的な知識に関するニーズ
が高かったが，平成 24年はそれらのニーズは低く，事
例や具体的な指導例を求める回答が多かったことにつ
いて，障害の基本的な知識の向上が促されたことがそ
の要因であると推察している。このような背景により，
障害に関する知識を専門とする医師よりも，具体的な
支援方法を専門とするリハビリテーション職や心理職
等に対する訪問相談の希望が高かったと考える。

4．外部の専門家との連携に至る課題

特別支援学級の教諭が外部の専門家と連携する際に
感じる課題については，特別支援学級での勤務経験に
よる差として「若手」群では，「専門職と面識がない」，

「連携できる専門職の存在がわからない」，「専門知識
が充分でない」と回答したものが多かった。また，外
部の専門家に求める連携の内容でも，「若手」群は「中
堅・ベテラン」群に比べて，「児童・生徒の障害につ
いて理解を深める」と回答したものが多かったことか
ら，特別支援学級での勤務経験が浅いうちは，障害に
ついて理解を深めたいという希望をもちながらも，相
談できる専門職に関する基本的な知識が不足している
と考えた。その結果，「若手」群は，外部の専門家と
の連携が必要な状況にあっても，依頼先や依頼方法等
がわからないという課題をもっていると考える。「若
手」群が抱える外部の専門家との連携に際して感じる
課題に対しては，スクールカウンセラーの職務内容の
明確化を目的とした「スクールカウンセラー積極活用
プログラム」を導入したことで，スクールカウンセラー
と教諭の連携が促進された報告１９）を参考にして，外部
の専門家の活用方法について理解を促すプログラムの
導入等の工夫が必要と考える。
一方，「中堅・ベテラン」群の教諭では，「若手」群

に比べ「自分のスケジュールに余裕がない」「先方と
のスケジュールが合わない」と回答したものが多かっ
た。本研究の対象の中で，文部科学省は，教員研修の
実施体系を作成し教諭歴 5年以上の者には「学校のマ
ネージメントの推進に関する研修」を，教諭歴 15年
以上の者には「生徒指導主任研修」や「新任教務主任
研修」を設定している２０）。教諭歴が長くなるにつれて，
学校運営を視野に入れた総合的な事務処理を推進する
マネージメント能力が求められる。とくに「中堅・ベ
テラン」群にあたる特別支援学級の教諭との連携を実
現するためには，本研究の主題である外部の専門家に
何を求めるかという視点に加えて，学校全体の組織運
営の視点も考慮することが必要と考える。

Ⅴ．結 論

外部の専門家と連携する際には，教諭歴・特別支援
学級での勤務経験に関わらず，特別支援学級で担当す
る障害児に対応できる知識を求められていた。また，
特別支援学級の教諭歴として中堅・ベテランに入る教
諭の場合には，外部の専門家との意見交換や担当する
子どもの指導についてアドバイスを受ける時間の確保
が大きな課題となっていると推測された。以上のこと
から，特別支援学級の教諭と外部の専門家との連携を
促進するには，特別支援学級での勤務経験の長さに応
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じた支援に加えて，学校組織全体の運営といった教諭
個人の水準を超えた支援のあり方を検討する必要があ
ると考える。

共著者の中島香澄は，論文の構想，データの分析・解

析に実質的な貢献をし論文の知的内容を執筆し，最終版

を承認している。

本研究は，科学研究費助成事業による基盤研究（C）「特

別支援学級担当教諭に効果的な支援を行うためのコンサ

ルテーションシステムの構築（研究課題：25381329）」の

助成を受けて行った研究の一部である。
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〔Summary〕
The authors collected opinion on both need and obstacles for collaboration with specialist outside schools
among teachers working at special need classes. Career as a special need teacher was the main variable in
comparing responses. We mailed a questionnaire to 348 teachers of 6 schools, and obtained 208 valid responses.
As statistical analyses, we compared frequencies and distribution of responses among the classes of career. Their
aims of collaboration were to understand about assessment or practical education as a whole (exceeded 70% of
respondents). Teachers with short career (1-4 years of career) were likely to request knowledge on disabilities
compared to experienced (5 or more of career) teachers. Lack of sufficient knowledge on both disabilities and
other specialists disturbed such young teachers in collaboration with specialist. On the other hand, packed
schedule disabled older teachers to collaborate with them. Aim of collaboration with specialists outside of schools
were shared by all teachers, though claimed problems to collaboration differed by their career. Through this
survey, we were able to clarify the kind of support that teachers in special needs classes sought from external
specialists. However, achieving this cooperation, particularly with “mid-career” and “senior” teachers, requires
school-wide initiatives, which will need to be investigated as a topic for future study.

Key words: special needs education, classes for special-needs students, external experts, collaboration

Presented by Medical*Online


	0042
	0043
	0044
	0045
	0046
	0047
	0048
	0049
	0050
	0051



